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中央区高齢者通いの場支援事業について 

１ 目的 

中央区内に住むひとり暮らしや閉じこもりがちな６５歳以上の高齢者など

が身近な地域で交流できるサロン（高齢者通いの場）を立ち上げ、又は拡充す

る団体に対し、運営費の一部の補助等の支援をすることにより、高齢者を地域

で支えていくことを目的とします。 

 

２ 支援対象団体 

支援対象団体は、中央区内で高齢者等を対象とした生きがいづくりや閉じこ

もり予防のために、次の支援対象活動を新規に開始する、または既存の活動を

拡充させる団体で次の要件をすべて満たす団体です。 

（１）会計を適正に処理する団体であること 

（２）活動を記録する団体であること 

（３）区が主催する支援対象団体向けのセミナー等に年１回以上参加できる団 

体であること 

ただし、次の各号のいずれかに該当する団体は、支援対象団体となりません。 

（１）構成員以外の参加を認めない団体 

（２）政治活動又は宗教活動を目的とした団体 

（３）暴力団員が構成員となっている団体 

（４）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体 

（５）その他、区が不適当と認める団体 

 

３ 支援対象となる活動 

６５歳以上の高齢者等が参加できる、地域に開かれた活動で次の要件をすべ

て満たす活動です。 

（１）営利を目的としない活動 

（２）同一の活動拠点において、月２回（年間２４回）以上、定期的かつ継続

的に行う活動（※４月ｽﾀｰﾄの場合は年間 24 回 10 月ｽﾀｰﾄの場合は年間 12 回） 

（３）１回当たり１時間以上の活動 

（４）構成員を除き、１回当たり５名以上の高齢者等の参加が見込まれる活動 

（５）必要なスペースを確保して行う活動 

（６）活動日当日に２名以上の構成員が従事している活動 

（７）要支援者に相当する高齢者等の参加が可能な活動 

（８）１回の活動に、介護予防に資するプログラム（体操、脳トレ、歌など） 

   を複数取り入れた活動 
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４ 支援の種類 

（１）人的支援等 

サロン（高齢者通いの場）内での講座に対する区職員の派遣、区施設の

予約に関する支援等 

（２）金銭的支援（補助金の交付） 

区 分 
活動 

開始月 

限度額 

（１年度当たり） 
補助対象経費 

高齢者通いの場立ち上げ準備補助金 
 

３０，０００円 

活動に要する備品

等の購入費、活動

宣伝費等（交通費、

人件費等を除く。） 

高齢者通いの場拡充補助金 

 

高 齢 者

通 い の

場 運 営

補助金 

 

運 営 費

補助金 

月２回以上（年２４回

以上）開催・参加者２

０人未満 

４月 ６０，０００円 

活動に要する教材

等の購入費、資料

の製本費等（交通

費、人件費等を除

く。） 

５月 ５５，０００円 

６月 ５０，０００円 

７月 ４５，０００円 

８月 ４０，０００円 

９月 ３５，０００円 

１０月 ３０，０００円 

１１月 ２５，０００円 

１２月 ２０，０００円 

１月 １５，０００円 

２月 １０，０００円 

３月 ５，０００円 

月２回以上（年２４回

以上）開催・参加者２

０人以上 

 

４月 ６６，０００円 

５月 ６０，５００円 

６月 ５５，０００円 

７月 ４９，５００円 

８月 ４４，０００円 

９月 ３８，５００円 

１０月 ３３，０００円 

１１月 ２７，５００円 

１２月 ２２，０００円 

１月 １６，５００円 

２月 １１，０００円 

３月 ５，５００円 
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高 齢 者

通 い の

場 運 営

補助金 

 

運 営 費

補助金 

毎週（年４８回以上）

開催・参加者２０人未

満 

４月 ７２，０００円 

活動に要する教材

等の購入費、資料

の製本費等（交通

費、人件費等を除

く。） 

５月 ６６，０００円 

６月 ６０，０００円 

７月 ５４，０００円 

８月 ４８，０００円 

９月 ４２，０００円 

１０月 ３６，０００円 

１１月 ３０，０００円 

１２月 ２４，０００円 

１月 １８，０００円 

２月 １２，０００円 

３月 ６，０００円 

毎週（年４８回以上）

開催・参加者２０人以

上 

４月 ８４，０００円 

５月 ７７，０００円 

６月 ７０，０００円 

７月 ６３，０００円 

８月 ５６，０００円 

９月 ４９，０００円 

１０月 ４２，０００円 

１１月 ３５，０００円 

１２月 ２８，０００円 

１月 ２１，０００円 

２月 １４，０００円 

３月 ７，０００円 

会場賃借料補助金 

４月 ４５，０００円 会場使用に係る賃

借料（賃貸人が団

体の構成員又は当

該構成員の親族

（民法（明治２９

年法律第８９号）

第７２５条に規定

する親族をいう。）

である場合の賃借

料、敷金、礼金等

を除く。） 

５月 ４１，２５０円 

６月 ３７，５００円 

７月 ３３，７５０円 

８月 ３０，０００円 

９月 ２６，２５０円 

１０月 ２２，５００円 

１１月 １８，７５０円 

１２月 １５，０００円 

１月 １１，２５０円 

２月 ７，５００円 

３月 ３，７５０円  
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※立ち上げ準備補助金と拡充補助金は１団体につき１回限り、運営補助金（運

営費補助金に限る。）にあっては１団体につき一会計年度１回限りとします。 

※補助金の交付は、支援対象活動と同一の活動を助成の対象とする区の補助事

業と併用することはできません。 

 

５ 支援申請 

   支援を受けようとする団体は、次に掲げる書類を提出し、支援の申請して

ください。 

 （１）支援申請書（別記第１号様式） 

（２）事業計画書（別記第２号様式） 

（３）収支予定額内訳書（別記第３号様式） 

（４）賃貸借契約書その他算出根拠の参考とした資料又はその写し 

（５）その他区から提出するよう求められた書類 

 

６ 支援決定 

申請があった場合、区がその内容を審査し、支援を決定した場合は支援決定

通知書（別記第４号様式）を、支援を認めない場合は支援不決定通知書（別記

第５号様式）を、申請をした団体に通知します。なお、支援決定をするに当た

り、必要な条件をつける場合があります。 

 

７ 補助金の請求及び交付 

支援決定を受けた団体で補助金の支払を受けようとするときは、補助金交付

請求書（別記第６号様式）を区に提出してください。 

 

８ 実績報告 

支援決定を受けた団体は、翌年度４月１５日までに、次に掲げる書類を区に

提出してください。ただし、（２）活動記録簿中の参加人数は翌月５日までに

毎月区へ報告してください。 

（１）実績報告書（別記第７号様式） 

（２）活動記録簿（別記第８号様式） 

（３）収支内訳書（別記第９号様式） 

（４）補助金精算書（別記第９号の２様式） 

（４）領収書その他収支の事実を証する書類又はその写し 

（５）その他区から提出を求められた書類 
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９ 補助金の額の確定 

区は実績報告を受けたあと、その内容及び収支が適正に行われているかを審

査し、適正に行われたと認めるときは、補助金の額を確定し、補助金交付額確

定通知書（別記第１０号様式）を補助金の交付を受けた団体に通知します。 

 

10 事業計画の変更等の届出 

支援決定を受けた団体は、次の各号のいずれかに該当するときは、変更・

中止届出書（別記第１１号様式）を区に提出してください。 

（１）事業計画書の内容に変更（軽微な変更を除く。）が生じるとき。 

（２）支援対象活動を中止するとき又はその遂行が困難になるとき。 

（３）そのほか、区が必要と認めるとき。 

 

11 活動の見学等 

年度途中に活動状況等に関して、区職員が会場や活動の様子を見学したり、

活動記録簿を確認させてもらうことがあります。 

 

12 支援決定の取消し 

支援決定を受けた団体が、次の各号のいずれかに該当するときは、区は支援

決定の全部又は一部を取り消すことができます。 

（１）前記２「支援対象団体」の要件を満たさなくなったとき。 

（２）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（３）補助金の交付に係る決定の内容、これに付した条件その他関係法令に違

反したとき。 

（４）補助金を他の用途に使用したとき。 

※補助金の額の確定があった後でも取消しとなる場合があります。 

取消しとなった場合は、取消通知書（別記第１２号様式）により、支援決定

を受けた団体に通知します。なお、取消した場合で、既に補助金が交付され

ているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずる場合

があります。 

 

13 補助金の返還 

   補助金の交付決定を受けた団体は、補助金の額の確定後、既にその額を超

える補助金を受けている場合は、当該超過額を区が指定する期限までに返還し

なければなりません。 
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14 違約加算金 

補助金を他の用途に使用し補助金の返還を命じられた場合は、返還金に加え、 

違約加算金を追加で納付しなければなりません。 

 

15 延滞金 

補助金を他の用途に使用し補助金の返還を命じられていたり、補助金の確定

額を超える補助金を既に受けているなどの理由で、返還すべき補助金があり、

区が指定する金額を納期限までに納付しなかった場合は返還金に加え、延滞金

を追加で納付しなければなりません。 

 

16 書類の整備保管 

支援決定を受けた団体は、支援対象活動に関する収入及び支出の関係を明ら

かにした帳簿及び証拠書類を整備し、支援決定を受けた日の会計年度終了後

５年間保管しておかなければなりません。 

 

17 個人情報の適正な維持管理 

支援対象活動を行う上で個人情報の保護を図るため、個人情報について適正

な維持管理を行わなければなりません（中央区個人情報の保護に関する条例）。 

 

18 問合せ･ご相談・申請書等提出先 

中央区 福祉保健部 介護保険課 高齢者健康支援係 

電 話：６２６４－７０８４ 

ＦＡＸ：３２４８－１３２２ 

Ｅメール：kaigo_06@city.chuo.lg.jp 

 


